
第４号様式（第５条関係）
令和　　年　　月　　日　

（あて名）
広　島　市　長　

申請者　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　
令和８年度全体設計承認申請書
広島市がけ地近接等危険住宅移転補助事業について、補助金の交付を受けたいので、次の関係書類を添えて申請します。

なお、この申請書の内容について、暴力団排除のため、関係する官公庁へ照会する場合があることに同意します。
記
１　交付申請予定額
	
	全体計画
	年度別計画

	
	
	令和　　年度
	令和　　年度

	除却等費
	除却費
	補助対象経費の額（Ａ１）
	円
	円
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ａ２）
	円
	円
	円

	
	
	申請額（Ａ３：上記Ａ１、Ａ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円
	円
	円

	
	その他
	補助対象経費の額（Ａ１）
	円
	円
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ａ２）
	９７５，０００円
	円
	円

	
	
	申請額（Ａ３：上記Ａ１、Ａ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円
	円
	円

	建物助成費
	建物
	補助対象経費の額（Ｂ１）
	円
	円
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ｂ２）
	円
	円
	円

	
	
	申請額（Ｂ３：上記Ｂ１、Ｂ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円
	円
	円

	
	土地
	補助対象経費の額（Ｃ１）
	円
	円
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ｃ２）
	円
	円
	円

	
	
	申請額（Ｃ３：上記Ｃ１、Ｃ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円
	円
	円

	
	敷地

造成
	補助対象経費の額（Ｄ１）
	円
	円
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ｄ２）
	円
	円
	円

	
	
	申請額（Ｄ３：上記Ｄ１、Ｄ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円
	円
	円

	
	建物助成費の申請額の計
（Ｅ＝Ｂ３＋Ｃ３＋Ｄ３）
	円
	円
	円

	交付申請額（Ｆ＝Ａ３＋Ｅ）
	円
	円
	円


注１　建物助成費における各補助対象経費の上限額は、移転先住宅の場所により変わりますので、要綱別表で確認してください。

注２　建物助成費のうち敷地造成に要する費用は、移転先住宅の敷地が特殊土壌地帯等に該当する場合に申請できます。
注３　補助金の交付申請書は年度ごとに提出してください。
２　事業予定期間

令和　　年　　月　　日（着手）から　令和　　年　　月　　日（完了）まで

３　添付書類（添付しない書類は二重線で消してください。）
⑴　危険住宅及びその敷地に係る登記事項証明書その他危険住宅及びその敷地の所有者が確認できるもの（申請日から３月以内に交付されたものに限る。）

⑵　危険住宅の所有者について、本市市税の滞納がないことを証する書類（申請日から３月以内に交付されたものに限る。）

⑶　危険住宅の付近見取図、配置図（交付金要綱附属第Ⅱ編イー１６－（１２）③第１第２項第１号のいずれかの区域内であることが分かる図を含む。）、平面図及び外観写真

⑷　危険住宅の建築時期及び延べ面積が確認できる書類（他の書類と兼ねることができる。）

⑸　危険住宅に代わる住宅（以下「移転先住宅」という。）の付近見取図、配置図、平面図及び立面図

⑹　移転先住宅が、省エネ基準に適合していることが確認できる書類（移転先住宅が、新築の場合に限る。）
⑺　移転事業に係る資金計画書（別記第２号様式）

⑻　危険住宅の除却等費の見積書

⑼　移転先住宅の建設、購入（これに必要な土地の取得を含む。以下同じ。）及び改修に要する経費の見積書

⑽　移転先住宅の建設、購入及び改修をするために要する資金の借入れを予定している金融機関、その他の機関において、建物、土地及び敷地造成の費目ごとに作成された借入金利子相当額の計算表

⑾　消費税の課税事業者である場合、課税事業者届出書（別記第３号様式）

⑿　年度ごとの工程及び出来高が確認できる書類

⒀　その他市長が必要と認める書類
